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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁場を生成するラインを位置決めするための手持ち式位置決め装置用の較正方法であっ
て、
　前記位置決め装置（７）は、少なくとも１つの第一アンテナ（５）および第二アンテナ
（５ａ）を有しており、
　当該のアンテナ（５，５ａ）は、互いに離れて固定間隔で配置されており、
　較正装置は、
　少なくとも
　－　第一のコイル対を有する第一コイル構成体（１ａ）と、
　－　第二のコイル対を有する第二コイル構成体（１ａ’）とを有しており、当該のコイ
ル構成体（１ａ，１ａ’）は、前記のアンテナ（５，５ａ）に相応した固定間隔で配置さ
れており、
　前記の較正方法は、
　第一コイル構成体（１ａ）の第一交番磁場と、第二コイル構成体（１ａ’）の第二交番
磁場とを、前記の磁場の強度についての指定可能な比率で形成するステップを有しており
、ここで当該の磁場はそれぞれ、前記の各コイル対のコイル間に定められた測定範囲（２
’，２ａ’）内で均一であり、かつラインと位置決め装置（７）との距離を表す距離パラ
メータには、前記の指定可能な比が相関付けされており、
　さらに
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　前記測定範囲（２’，２ａ’）に配置される前記アンテナ（５，５ａ）によって磁場を
検出するステップと、
　当該の検出した磁場の強度について実際の比率を導出するステップと、
　前記の距離パラメータと、当該の実際の比率とを関連させて較正設定値とし、当該の較
正設定値を用いて前記の位置決め装置（７）を較正するステップとを、順次実行すること
を特徴とする、
　方法。
【請求項２】
　前記較正設定値を前記位置決め装置（７）のソフトウエアに入力することを特徴とする
、
　請求項１に記載の手持ち式位置決め装置の較正方法。
【請求項３】
　前記磁場を検出するステップが、前記位置決め装置（７）における前記第一アンテナ（
５）と第二アンテナ（５ａ）による磁場の強度測定を含んでいることを特徴とする、
　請求項１又は２に記載の手持ち式位置決め装置の較正方法。
【請求項４】
　前記指定可能な比率が、指定可能な個数の離散的な比率の中から選択されたものである
ことを特徴とする、
　請求項１ないし３のいずれか１項に記載の手持ち式位置決め装置の較正方法。
【請求項５】
　前記の指定可能な個数の離散的な比率には、１：１、１：１．２、１：１．２４、１：
１．３１、１：１．４４及び１：１．７３のうちの少なくとも一つが含まれることを特徴
とする、
　請求項４に記載の手持ち式位置決め装置の較正方法。
【請求項６】
　少なくとも一つの周波数の電磁信号によって磁場が生成されることを特徴とする、
　請求項１ないし５のいずれか１項に記載の手持ち式位置決め装置の較正方法。
【請求項７】
　前記指定可能な比及び／又は周波数を各繰り返しにおいて変化させながら、少なくとも
２回較正を繰り返すことを特徴とする、
　請求項６に記載の手持ち式位置決め装置の較正方法。
【請求項８】
　磁場を生成するラインの位置を決めるための手持ち式位置決め装置（７）の較正装置で
あって、
　該較正装置は、少なくとも
－　コイル間に定められた第一測定範囲（２’）を有する第一のコイル対を有する第一コ
イル構成体（１ａ）と、
－　コイル間に定められた第二測定範囲（２ａ’）を有する第二のコイル対を有する第二
コイル構成体（１ａ’）とを有しており、ここでは
　電磁信号により、
　－　前記の第一測定範囲（２’）に実質的に均一な第一交番磁場と、
　－　前記の電磁場の強度を基準にして指定可能な比で前記の第二測定範囲（２ａ’）に
実質的に均一な第二交番磁場とを形成することができ、
　当該の指定可能な比は、前記のラインと位置決め装置（７）との間の距離を表す距離パ
ラメータと相関付けられ、
　前記の磁場を検出するため、前記の測定範囲（２’，２ａ’）に位置決め装置のアンテ
ナ（５，５ａ）が位置決めされ、
　前記の較正装置はさらに
・　前記の信号を供給する信号発生器（３，３’）とを有している、較正装置において、
　前記のコイル構成体（１ａ，１ａ’）は、距離を離されて配置されており、前記の磁場
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は、前記の測定範囲（２’，２ａ’）において前記の位置決め装置（７）の少なくとも２
つのアンテナ（５，５ａ）によって同時に検出され、
　当該のアンテナ（５，５ａ）は、前記のコイル構成体の距離に等しい固定の距離だけ離
されて配置されており、
　前記の磁場の強度について実際の比率が導出されることを特徴とする、磁場を生成する
ラインの位置を決めるための較正装置。
【請求項９】
　各コイル対の巻き線が同一方向であることを特徴とする、
　請求項８に記載の手持ち式位置決め装置の較正装置。
【請求項１０】
　前記コイル構成体が、それぞれ２対又は３対のヘルムホルツコイルからなるコイル対を
有していることを特徴とする、
　請求項８又は９に記載の手持ち式位置決め装置の較正装置。
【請求項１１】
　前記信号がサイン波信号であることを特徴とする、
　請求項８ないし１０のいずれか１項に記載の手持ち式位置決め装置の較正装置。
【請求項１２】
　前記較正装置は、選択的に又は順次に供給される指定可能な比率を供給するためのスイ
ッチング電子装置（４、４’、４’’）を有していることを特徴とする、
　請求項８ないし１１のいずれか１項に記載の手持ち式位置決め装置の較正装置。
【請求項１３】
　前記較正装置は、前記位置決め装置（７）へのデータリンクのためのデータインタフェ
ースを有しており、
　当該のデータインタフェースを介して少なくとも前記距離パラメータが通信されること
を特徴とする、
　請求項８ないし１２のいずれか１項に記載の手持ち式位置決め装置の較正装置。
【請求項１４】
　前記第一コイル構成体（１ａ）が第一コイル支持部材（８）を有し、
　前記第二コイル構成体（１ａ’）が第二コイル支持部材（８ａ）を有し、
　当該コイル支持部材がそれぞれ前記位置決め装置（７）及び／又は前記アンテナ（５、
５ａ）を挿入するための開口部を有し、
　前記開口部が前記アンテナの軸方向に平行に延在していることを特徴とする、
　請求項８ないし１３のいずれか１項に記載の手持ち式位置決め装置の較正装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１に係る手持ち式位置決め装置の較正方法と、請求項８の上位概念に
係る手持ち式位置決め装置の較正装置とに関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば高電圧や低電圧ケーブルや、通信ケーブルや送水管のような地下にある供給ライ
ンは、そのラインの時間変化する磁場に基づいて場所の確認がしばしば可能となる。この
磁場は、例えば交流を流す高電圧又は低電圧ケーブルのそのラインを通って流れる電流の
結果として生じる。あるいは、磁場はそのラインに印加される電磁信号によって生成され
るか、又はラインでの反射によって生じる。印加は、導電性供給ラインに直接印加される
か、又はそのラインにおける磁場の誘導によって行われる。導電性供給ラインの交番磁場
も、例えばラジオ送信機からのラジオ信号といった遠隔送信機からの信号によって誘導可
能である。磁場は、ライン上の又はライン内の送信機からも放射される。例えば、土管や
プラスチック管といった非導電性供給ラインにおいて、導体が差し込まれるか又は供給ラ
インの隣に横たえられて、交流電流が与えられる。ラインは、例えば受信アンテナのよう
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な磁場を測定するための一つ以上の測定手段を有する位置決め装置に基づいて位置決めさ
れる。
【０００３】
　磁場の強度は、ソース即ちライン又は送信機の測定位置からの距離を測定するものさし
である。電流が流れる直線導体に対して、磁場の強さは、距離ｄに反比例して減少し、－
Ｂ～ｋ／ｄ、そして磁気双極子場の場合、距離ｄの３乗に反比例して－Ｂ～ｋ／ｄ3、こ
こで、ｋは比例定数であり、Ｂは磁場の大きさを表わす。
【０００４】
　位置決め装置又はそのアンテナから供給ラインまでの距離を測定するために、また比例
定数ｋが不明のままで供給ラインの深さを測定するために、従来の位置決め装置は、参照
面としての大地の理想表面と垂直な方向に固定間隔で配置された同一形状のアンテナを有
している。このように離隔したアンテナによって、ラインの磁場を、垂直方向に離れた二
つの測定点（即ち、ラインからの２つの距離）で測定可能である。測定した磁場の比は、
比例定数が消去されるように計算可能である。これで、測定した磁場と、アンテナ間の既
知の相対的な距離とから、ラインまでの距離を求めることができる。
【０００５】
　アンテナの経年劣化とドリフト作用が供給ラインの深さ測定を不正確にし、その結果一
定の環境下で大きなダメージが生じるので、このような隔離した二つのアンテナを有する
位置決め装置は、周期的に較正する必要がある。
【０００６】
　この位置決め装置の較正は、通常一対のヘルムホルツコイルを用いて行われ、その測定
範囲において、例えばコイル電流による、定義された方法で、強度と方向に関して既知の
一様な、調整可能な、可変の磁場が、コイル間に存在することが知られている。位置決め
装置のアンテナは、それぞれ又は大きな測定範囲の場合は同時に、測定範囲に位置決めさ
れ、設定された磁場に対して較正される。
【０００７】
　作業割り当ての間に、位置決め装置を用いて供給ラインまでの距離が測定されるので、
距離測定に関して位置決め装置を較正できることは都合が良い。距離測定に関して位置決
め装置を較正することで、隔離されたアンテナの配置から生じる不正確さを除去すること
がとりわけ可能である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　従って本発明の目的は、距離測定に関し、一定距離離れた少なくとも二つのアンテナを
有する位置決め装置を較正するための較正方法を提供することである。別の目的は、距離
測定に関し、位置決め装置を較正するための較正装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　これらの目的は、請求項１と請求項８に記載された構成又は従属請求項に記載された構
成によって達成される。
【００１０】
　本発明に係る較正方法は、磁場の強さについて指定可能な比率で既知の交番磁場を生成
することに基づいている。また、磁場は較正すべき位置決め装置のアンテナの隔離された
配置に対応した距離だけ離れた測定位置において生成される。このため、磁場の比率に関
し、実験室条件下で、固定距離離れたアンテナを較正することが可能である。
【００１１】
　磁場は、その大きさに関し、離散的に指定される比率で生成される。第一測定位置又は
測定範囲において第一磁場を生成し、第一磁場より弱い第二磁場を第二測定位置において
生成し、さらにオプションとして第一と第二磁場より弱い追加の磁場を追加の測定位置に
おいて生成することによって、２以上の距離に対する供給ラインの磁場のシミュレーショ
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ンをすることができる。
【００１２】
　供給ラインからの距離の増加に伴って、供給ラインの磁場の強度が減少する。複数のア
ンテナを有する手持ち式位置決め装置は、アンテナが供給ラインからの第一の距離、第二
の距離とオプションで追加の距離を推定するように作動位置に保持される。従ってアンテ
ナは、理想的な地表面から垂直方向に沿って位置決め装置の作動位置に対して距離を離し
て配置されるのである。ラインから最も遠いアンテナが、最も弱い磁場を測定する。
【００１３】
　本発明に係る方法では、このような状況は人為的に生み出される。したがって強度の異
なる二つ以上の磁場の測定は、単一の磁場を二つ以上の異なる距離に対して測定すること
に相応する。磁場の比率と、上記の複数の測定位置の既知の相対的距離とから、上述のよ
うに、測定位置までの距離、又は測定位置に対して既知の基準点までの距離求めることが
可能である。
【００１４】
　本発明に係る較正方法は、理論的に又は実験的に特定した距離対磁場の比の関係を用い
ている。この関係が示しているのは、送信機の既知の磁場に対し、この送信機までの距離
に磁場の比率を割り当てることである。この割り当ては、例えば数値表に保存するか、又
は曲線から読み取ることができる。従って、定義された強度比における強度を除いて同一
の既知の磁場の確立は、真の距離パラメータの確立であるとみなすことができる。従って
、比率は、真の距離にあるラインに対する真の距離のパラメータを示す。
【００１５】
　上記の交番磁場は、測定範囲に位置決めされた、較正すべき位置決め装置のアンテナに
よって測定される。磁場の大きさの比率は、測定によって求めることができる。位置決め
装置の初期の較正において、上記の真の距離パラメータは、例えば位置決め装置のソフト
ウエアに入力することによって、測定した実際の比率に関連付けられる。
【００１６】
　位置決め装置の再較正は、類似の方法によって行うことができる。択一的には、再較正
時に、（上記の磁場と、上記の位置決め装置に記憶された距離の大きさとの比から得られ
）上記の位置決め装置によって測定値と関連付けられかつこの再構成における見かけ上の
距離パラメータは、上記の真の距離パラメータと比較することができる。真の距離パラメ
ータと、見かけ上の距離パラメータとの間に偏差がある場合に、見かけ上の距離のパラメ
ータは、較正設定値として真の距離のパラメータに置き換えられ、又は補正値が比較結果
からの較正設定値として求められる。この補正値によって、見かけ上の距離のパラメータ
が補正される。距離のパラメータは、スカラー値又はベクトルのパラメータである。
【００１７】
　本発明に係る較正方法は有利には、例えば、指定可能な数量の離散的な比率から取り出
した複数の離散的な比率によって、すなわち、複数の距離パラメータのとびとびの数に対
して実行することができる。その数は、例えば、位置決め装置の測定範囲にわたって離散
的ステップにおいて分布することができる。離散的パラメータ間にあるパラメータは、例
えば補完法によって求めることができる。上記の離散的パラメータは、位置決め装置の測
定範囲にわたって、等距離的に分配することができる。しかしながら、位置決め装置の測
定範囲の一部において、より大きな数の較正設定値を求めることも可能である。ここで測
定範囲の一部とは、例えば測定の不正確さに関して決定的であるか又は通常の供給ライン
の標準的な深さに関して関連性のあるものである。
【００１８】
　さらに較正は、離散的な数の異なる周波数に対して行うことができる。これらの周波数
は、地下の供給ラインの標準的磁場に合わせて選択可能である。このような周波数は、例
えばパワーケーブルの５０Hzから６０Hzの周波数又は１５ｋHzから３０ｋHzの無線周波数
である。
【００１９】
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　複数の周波数を検出可能な位置決め装置に対し、上記の較正方法は有利には複数の周波
数に対して繰り返される。これに加えて又は択一的に、異なる磁場比率に対する繰り返し
が予測できる。例えば、上述のように指定可能な又は指定された量の複数の比率を通して
実行し、比率を選択することも可能である。
【００２０】
　選択的な複数の周波数を用いるかまたは一連の周波数を実行し、比率を選択するか又は
連続的に設定することは、適切な制御によって自動化することができる。位置決め装置の
較正も、自動化することができる。
【００２１】
　位置決め装置を較正するために、本発明に係る較正装置がさらに提供される。隔離され
た２本のアンテナを有する位置決め装置に対して、較正装置は一様な交番磁場を生成する
ために二つのコイル構成体を有する。３本以上のアンテナを有する位置決め装置に対して
は、較正装置は３個以上のコイルを有する。これらのコイル構成体による複数の磁場は、
上述のように、軸方向に沿って一つの測定位置がもう一つの測定位置の上にある二つの測
定位置において、地下のラインの１つの交番磁場を表すように生成される。ラインの磁場
の大きさは、ラインからの距離が大きくなるにつれて小さくなり、ラインを特徴付ける磁
場は、その大きさにおいて異なる。
【００２２】
　上記のコイル構成体は、アンテナの間隔に対応する距離で軸に沿って配置される。有利
には、コイル構成体の軸方向距離は、アンテナの間隔に等しい。アンテナは、コイル構造
における測定範囲内に位置決めすることができ、例えば、その中心に置く事ができる。ア
ンテナの位置決めは、コイル構成体のコイルの支持部材又はフレームによって行われ、支
持部材又はフレームは、例えば位置決め装置又はアンテナを通すための開口部を有する。
開口部は位置決め装置及び／又はアンテナの大きさに適合している。一軸のアンテナを較
正するために、開口部は例えばアンテナの軸方向に拡張して、アンテナが支持部材又はフ
レームに通されて、測定範囲で位置決めされるようになっている。好ましくは、コイル構
成体は同一形状で同一方向に形成される。
【００２３】
　コイル構成体は、較正すべきアンテナの種類に従って形成される。磁場の大きさだけを
測定するアンテナに対して、コイル構成体は一対のコイルを備える。ヘルムホルツコイル
対を用いれば、強度と方向に関して一様な磁場が、公知のように生成可能である。
【００２４】
　多軸型のアンテナに対して、例えばヘルムホルツコイルの対からなる４又は６つのコイ
ル対を有するコイル構成体を設計することができる。その結果として、磁場は空間におい
て２方向又は３方向に生成され、アンテナによって空間の複数の方向で検出可能となる。
従って、供給ラインまでの距離のみならず、方向ベクトルも測定する位置決め装置の較正
も可能となる。隔離して配置された二本のアンテナを有する位置決め装置は、例えば本出
願人ヘルブルグにあるライカジオシステムズの「デジキャット」である。隔離した２本以
上のアンテナを有する位置決め装置は、ＥＰ０７５８４５７に記載されている。
【００２５】
　それぞれのアンテナの間隔に対応させたコイル構成体を直線的に配置することによって
、第一の構成体、第二の構成体と、オプションで追加されるコイル構成体において、第一
の交番磁場、第二の交番磁場と、オプションで追加される交番磁場を提供することが可能
であり、これらの交番磁場は同時に、異なる強度で、生成可能であって、同時に、固定距
離だけ離れて設けられた、第一のアンテナによって第一の磁場を、第二のアンテナによっ
て第二の磁場を、オプションで追加されるアンテナによって追加の磁場を検出することが
可能である。さらに磁場は、それぞれの磁場の強度の差異が、磁場のそれぞれの相対的距
離と対応するように生成されているので、単一磁場は適切な距離だけ離れた２以上の測定
位置でシミュレートされ、アンテナによる測定は、２以上の距離に対する所定の磁場の測
定に対応している。
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【００２６】
　所定の方法で設定される上記の磁場は、その強度が、較正すべき位置決め装置の検出対
象物の典型的な深さ値に相応する比で形成されるため、この位置決め装置は、本発明によ
る較正装置によって深さ値を較正することができる。
【００２７】
　時間変化する交番磁場を所定のように生成するため、時間変化するコイル電流を生成す
る所定の電磁信号が、信号発生器によって提供される。上述のライン又は送信機の一つの
信号の形状を特徴付けるために、この信号は例えばサイン波である。もし交流電圧がそれ
ぞれのコイル構成体のコイルに印加される場合、コイルに電流の流れが生成され、その電
流の流れが交番磁場を生成する。時間変化する磁場が、アンテナの、例えばコイルのよう
な導電体の両端に電圧を誘導し、誘導されたこの電圧は、この磁場の大きさとアンテナの
パラメータに依存する。アンテナの較正において、アンテナのパラメータは較正から排除
される。
【００２８】
　上記の信号は、周波数と振幅からなる信号パラメータで定義される。信号パラメータの
設定又は選択は、例えば周波数制御又は電圧制御型信号発生器によって、手動で又は自動
で行われる。また、信号発生器は、離散的に指定可能な離散的比率である量をコイル構成
体の磁場に提供するスイッチング電子装置を有することができる。位置決め装置を較正す
るために、選択された比率が設定されるか、又は指定した比率のシーケンスが実行される
。信号発生器に集積化されたスイッチング電子装置を用いて、較正は信号発生器によって
制御可能である。もし信号発生器がさらに位置決め装置とのデータリンクのためのデータ
インタフェースを有するなら、較正プロセス全体は信号発生器によって自動化して実行可
能である。
【００２９】
　しかしながら、所定の磁場比率を生成するためのスイッチング電子装置は、例えば信号
発生器とコイル構成体の間に接続される外部コンポーネントとしても提供可能である。ス
イッチング電子装置は、手動で操作可能である。スイッチング電子装置は、データ処理ユ
ニットによってインタフェースを通じて自動操作されるように設計することもできる。較
正設定値を位置決め装置に伝達するために、また選択的に信号発生器を制御するために、
データ処理ユニットを設けて付加的または択一的に設計することができる。データ処理ユ
ニットによるアンテナ出力のタッピングや処理も実行可能であり、アンテナ出力は選択的
に、異なる値として又は見かけ上の距離パラメータとして直接タップされる。
【００３０】
　本発明の明細書において、本発明に係る較正方法によって較正される位置決め装置の測
定手段および本発明に係る較正装置の測定手段（磁場検出）は、アンテナである。もちろ
ん、例えば磁気探知機又はホールセンサといった代替的な磁場検出器を有する位置決め装
置も、較正可能である。上記の較正方法と較正装置は、供給ラインの検出のための位置決
め装置のみならず、交番磁場の発生する地下や手を触れることのできない対象物の検出の
ための手持ち式位置決め装置に対しても適していることは明らかである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３１】
　図１に、位置決め装置７に対する本発明に係る較正方法を説明するための図を示す。こ
の位置決め装置７は、位置決め装置７のハウジング６に既知の軸方向間隔２’だけ離れて
設けられた第一アンテナ５と第二アンテナ５ａを有している。本発明によれば、強度と方
向が既知の均質な磁場が、アンテナ５、５ａの軸方向間隔２’に相当する軸方向間隔１’
だけ離れた第一測定範囲２と第二測定範囲２ａのそれぞれにおいて発生する。矢印は、磁
場の方向を示している。磁場は、アンテナ５、５ａが信号を受信可能な方向に発生してい
る。図示の構成において、第一アンテナ５は、軸ａ１に平行な磁場成分を測定可能であり
、第二アンテナ５ａは、軸ａ２に平行な磁場成分を測定可能である。アンテナ５、５ａは
、コイル状であってもよく、その中心は同じ軸上にある。また、アンテナ５、５ａは有利
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には複数の周波数帯に対して形成される。
【００３２】
　図２Ａに、本発明に係る較正装置の第一実施例を示す。この較正装置は、第一コイル構
成体１ａと第二コイル構成体１ａ’を有し、これらのコイル構成体は、ヘルムホルツコイ
ルの非理想的な対の形状であって、同じ方向に巻かれた巻き線を有することができる。位
置決め装置７の第一アンテナが第一コイル構成体１ａの第一測定範囲２’に位置すること
が可能で、同時に、位置決め装置７の第二アンテナが第二コイル構成体１ａ’の第二測定
範囲２ａ’に位置することが可能であるように、第一と第二コイル構成体１、１ａは、離
して設けられている。各アンテナは、定義された距離だけ離されて位置決め装置７に設け
られている。コイル対の各コイルは、第一円筒コイル支持部材８と第二円筒コイル支持部
材８ａ上に設けられ、どちらの支持部材も位置決め装置７を押し入れる細長い開口部を有
している。どちらの開口部も、各測定リングに置かれたコイル対の中央に設けられている
。開口部は、アンテナ軸の方向に細長くなっている。
【００３３】
　較正装置はさらにコイル電流を生成するための信号発生器３を有する。コイル電流と既
知のコイル形状とによって、ヘルムホルツコイル対の磁場は、強度と方向に関して定義さ
れた方法で設定可能である。交流電流をヘルムホルツコイル対に供給するために、一定の
周波数と振幅を持ったサイン波信号が、信号発生器３に設定される。それぞれのコイル対
のコイルの重複場が、ヘルムホルツコイル対内に実質的に均質な磁場を供給する。
【００３４】
　信号発生器３の信号は、較正装置のスイッチング電子装置４へ、ケーブル１０によって
供給される。スイッチング電子装置４により、信号発生器３とヘルムホルツコイル対とが
接続される。スイッチング電子装置４において、信号発生器３の信号は、第一コイル構成
体１ａに対する第一アンプの第一信号と、第二コイル構成体１ａ’に対する第二アンプの
第二信号とに分割される。従って、互いに対して可変に定められた交番磁場が、コイル構
成体１、１ａ’の測定範囲２’、２ａ’において生成可能である。
【００３５】
　磁場の大きさは、位置決め装置７のアンテナによって測定される。アンテナ出力は、位
置決め装置７上のインタフェースを介してタップすることができる。もし位置決め装置７
が既に較正済みであって、較正装置によって再較正される場合に、アンテナ出力は、位置
決め装置７のソフトウエアに保存される見かけ上の距離の値としてタップすることができ
る。この見かけ上の距離の値は、設定された磁場に基づいて確立された真の距離の値と比
較することができ、選択的に補正又は置換することができる。
【００３６】
　位置決め装置７の初期較正において、それぞれに設定された距離の値は、対応するアン
テナ出力又はアンテナ出力から導出される差分値又は磁場比率と直接関係付けることがで
きる。
【００３７】
　図２Ｂに、本発明に係る較正装置の第二実施例を示す。測定セットアップは、データ処
理ユニットとしてコンピュータ１０を使用すること以外は、図１のそれと対応している。
較正プロセスは、コンピュータ１０によって制御することができる。コンピュータ１０は
、適切なインタフェースを経由して、信号発生器３’、スイッチング電子装置４’と位置
決め装置７’のそれぞれと通信する。コンピュータ１０によって、信号発生器３’は信号
の周波数と振幅に関して制御可能であり、スイッチング電子装置４’は、生成される磁場
の比率に関して制御可能であり、位置決め装置７’は、較正可能である。較正は、自動的
に行われ、異なる信号周波数に対する、また、異なる磁場比率の各信号周波数に対する較
正設定値は、位置決め装置７’に送信される。
【００３８】
　図２Ｃには、本発明に係る較正装置の第三実施例の、３つのアンテナを有する位置決め
装置７’’のコイルの第一ペア１ｂと、第二ペア１ｂ’と、第三ペア１ｂ’’とを示す。
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例えば地球の地表面のような参照面に対して垂直方向に距離を離して配置された３つのア
ンテナにより、２つのアンテナの場合より非常に高い精度で対象物の深さを決定すること
ができる。較正は、上記のようにスイッチング電子装置４’’において信号発生器３’’
の信号を測定のために３つの信号に分割することにより、またそれぞれ指定可能な２つの
磁場比を設定することによって行われる。
【００３９】
　図３の複数の部分図３Ａ，３Ｂ，３Ｃには各アンテナに対するコイル構成体が示されて
おり、各コイルは例示として部分図３Ｄ，３Ｅ，３Ｆに示されている。
【００４０】
　図３Ａに示す１対のヘルムホルツコイルを備えた１軸コイル構成体１ａにおいて、一対
のコイルの軸ａの方向に均質な磁場が生成される。この方向の磁場は、例えばコイル軸ａ
’が一対のコイルの軸と平行な、図３Ｄに示すコイル５ｃを有する１軸アンテナによって
測定可能であり、一方、アンテナは磁場に関して較正可能である。図３Ｅの第一コイル５
ｄとそれと垂直な第二コイル５ｄ’とを備えた２軸アンテナも、同様に図１Ａから図３Ａ
の１軸コイル構成体を用いて較正可能であり、まず第一コイル５ｄを１軸コイル構成体１
ａに位置させ、次にアンテナを９０度回転させて、第二コイル５ｄ’を１軸コイル構成体
１ａに位置させる。
【００４１】
　回転させずに図３Ｅの２軸コイルを較正するために、図３Ｂに示すような、２対のコイ
ルからなる２軸コイル構成体１ｄを設定することができる。この２軸コイル構成体１ｄに
よって、磁場は空間的に２方向に生成することができる。
【００４２】
　図３Ｄに示す３対のコイルからなる３軸コイル構成体１ｅは、空間的に全３方向に磁場
を生成する。互いに直交する第一コイル５ｅと第二コイル５ｅ’と第三コイル５ｅ’’か
らなる図３Ｆの３軸コイルは、３軸コイル構成体１ｅの測定範囲に位置させることができ
、アンテナを回転することなく較正ができる。
【００４３】
　本発明に係る較正装置において、図３Ａから３Ｃに示す各コイル構成体は、較正すべき
位置決め装置に依存して用いることができる。
【００４４】
　図４と５に、本発明に係る較正装置のスイッチング電子装置４’’’の実施例を示す。
このスイッチング電子装置４’’’は、ハウジング１１内に設けられた電子回路１６を備
える。電磁信号が２ピンプラグ１３とＢＮＣコネクタ１４を通って回路１６に供給される
。
【００４５】
　図５の回路から明らかに、信号が２つの分離した回路に流れる。各回路には、一対のコ
イルが備わっている。従って、信号は第一回路の第一コイル対に流れる第一信号と、第二
回路の第二コイル対に流れる第二信号とに分割される。
【００４６】
　第一回路は固定されており、直列に接続した固定値抵抗１５を有する。信号は、ＢＮＣ
コネクタ１４から第一コイル対の第一コイル１００へ流れ、次に第一コイル１００を通っ
て第一コイル対の第二コイル１０１へ流れる。この結果として、また同一形状に巻かれた
コイル対の結果として、同じコイル電流が第一コイル１００と第二コイル１０１に流れる
。
【００４７】
　第二信号の強度は、異なる値の抵抗を用意することで、第二回路において可変になって
いる。抵抗の選択は、ロータリースイッチ１２によって行われる。図示の回路において、
第二回路には、それぞれ異なる信号強度を生成する６つの異なるポテンショメータｒ１、
ｒ２、ｒ３、ｒ４、ｒ５、ｒ６がつながっている。信号は、第一回路の場合と同様に、コ
イル１００’と１０１’に流れる。
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【００４８】
　ポテンショメータｒ１～ｒ６は、前もって行われる複数の測定から、第一コイル対の磁
場の大きさと第二コイル対の磁場の大きさの定義された比率が生成されるように設定され
る。図示の実施例において、比率の設定は１：１（即ち、二つの同一に正規化された磁場
）と、１：１．２と、１：１．２４と、１：１．３１と、１：１．４４と１：１．７３で
ある。これらは、正規化ｄ１と、例えば供給ライン又は代替的な地下の対象物のような所
定の送信機の距離ｄ２＝２．４ｍと、ｄ３＝２ｍと、ｄ４＝１．５ｍと、ｄ５＝１ｍとに
対応している。割り当てられていない接続を割り当てることで、追加の比率を生成するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】較正方法を説明するための概要図である。
【図２Ａ】本発明に係る較正装置の第一実施例である。
【図２Ｂ】本発明に係る較正装置の第二実施例である。
【図２Ｃ】本発明に係る較正装置の第三実施例である。
【図３Ａ－３Ｆ】本発明に係る較正装置のコイル構造の実施例とアンテナの実施例である
。
【図４】本発明に係る較正装置のスイッチング電子装置の実施例である。
【図５】図４のスイッチング電子装置の回路図である。

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図２Ｃ】
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【図３Ｅ】
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